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序章  研究の課題と方法 

 

第１節 問題意識 

 

多くの日本企業では、人的資本に対して、多大なコストを費やして採用し、長い時間を

かけて育成する。その結果、組織をまとめ、職場の仲間を引っ張るリーダーや、新たな事

業や商品を創出し収益を会社にもたらす人材に育つ社員もいれば、他方で、コストパフォ

ーマンスに見合わない不良資産と化す社員もいる。企業経営から見れば、終身雇用を前提

とする正社員は、ハイリスク・ハイリターンの資本投資といえる。 

時代の変容に伴い、リスクを分散するために、企業において Flexible Staffing 

Arrangements（ＦＳＡ）の活用が進行している。ＦＳＡとは、労働力に関する数量的柔軟

性の獲得とコスト削減を実現するために、パートタイマー、派遣社員、契約社員、アウト

ソーシングなどの、さまざまな非正社員を異なった雇用形態で活用することである。   

Atkinson(1985)の「柔軟な企業モデル」は、企業労働力需要の①量的変動と②質的変動

の両者への対応能力の向上、さらには③労働市場の需給や企業の支払い能力を適切に反映

した労働費用の実現を目指したものである（佐藤、藤村、八代 1999）。労働力需要の量的

な変動への対応能力を数量的柔軟性、質的変動への対応能力を機能的柔軟性、支払い能力

と労働費用の連動を金銭的柔軟性と呼び、それぞれの柔軟性の向上を可能とする人的資源

管理システムを提示している。このモデルによると、非正社員の活用は、主に、数量的柔

軟性を確保することで、人材の供給量や人件費・教育訓練費のコントロールを容易にし、

企業業績を改善に貢献するといえる（島貫・守島、2004）。 

現在または将来的に企業経営を担う人材や企業のコア・コンピタンスの創出・拡大に直

接的に資する人材から、技能や経験の蓄積につながらない単調な仕事を担う人材まで、全

て正社員として保持し、大きな本社を維持することは経済的に非効率である。かといって、

非正社員を活用することによって生じうる業務上デメリットにより、組織のパフォーマン

スが低下することはあってはならない。ＨＲＭの目的は、人材にインセンティブを与え、

コストを越えるパフォーマンスを上げさせることである。ＦＳＡは、ＨＲＭ施策として今

後ますます重要視されていくと思われる。 

 

ＦＳＡの具体的なアプローチとして、企業のコア・コンピタンスに貢献する企業特殊的

技能を有するコア人材以外は、非正社員を継続的に活用できる人材ポートフォリオの構築

を行う事が有効であると考える。 

だが、ここで注意しなれければならないのは、戦略なき非正社員活用は、企業の生産性

をかえって低下させるリスクである。 

単に人材を外部化するだけでは、さまざまなリスクが生じる可能性があるため、以下の

３つのリスクを回避して、人材ポートフォリオを検討する必要がある。 
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まず、競争優位の源泉となる知的資本の外部流出が発生する可能性が挙げられる。どの

企業にも、他社との差別化に貢献する自社の競争優位の源泉となる業務が存在する。この

業務については、長期雇用を前提としている正社員に任せなければならない。企業に価値

をもたらす業務を自覚し、競争力の源泉となるコア・コンピタンスの観点から、内製すべ

き業務と外部化すべき業務を、慎重に分別する必要がある。 

次に、内部マネジメントコストが挙げられる。不確実性に対処し判断が求められる業務

や、社内調整が難しい業務といった定型化できない業務を非正社員に任せると、かえって、

コミュニケーションコストやモニタリングコストの高騰を招いてしまう。 

最後に、外部化コストの発生である。繁閑の差が激しい上に、いつ発生するか分からな

い業務で、しかも外部からの供給が稀少な業務の場合、取引相手が一方的な価格交渉力を

有することになる。結果的に、企業が不当に高い費用を負担しなければならないリスクを

負う可能性が出てしまう。こうした業務は、競争優位性を低下させるリスクが少ないが、

経済効率性の観点からは、正社員に担わせたほうが賢明である。 

 

上述の経済効率性とリスクを勘案し、ポートフォリオの構築を試みる。まずは２つの軸

（縦軸「人的資源の企業特殊性」、横軸「仕事の特性／付加価値を創造できる知識レベル」）

を設定し、４つの人材タイプに整理することにより正社員として雇用すべきコア人材の定

義を明確にする。コア人材以外の非正社員を活用する事で、組織の肥大化や人件費の硬直

化を防ぎ、不要な能力と必要な能力の入れ替えを行う事により、柔軟に環境変化に対応で

きるＨＲＭとはどのようなものであろうか。 

これまでの日本企業の人材マネジメントは「正社員中心」であったと考えて間違いない

だろう。特に正社員でも一部のメーカーを除いてはゼネラリスト中心であった。多くの企

業の人事部は、正社員と、せいぜい派遣契約社員・パート・アルバイトの直接雇用人材に

ついてのみを対象とし、そのマネジメントを考えてきたのではないか。今後のＨＲＭ施策

として、視野と守備範囲を柔軟に広げ、派遣や業務請負、業務委託で働く個人など、多様

な人材をいかにマネジメントしていくべきかを考察してきたい。 

 

 

 

第２節 研究課題 

 

昨今、日本企業の構成員が正社員中心から、契約社員、派遣社員、パート、業務委託と

いった多様な非正社員が中心となってきている。このような環境変化の中で、ＦＳＡはＨ

ＲＭ施策として今後も多くの企業で重要視されていくと思われる（木村、2002）。 

本研究の画期的な試みとして、多様な人材をマネジメントする新しい切り口を示したい。 

まず、人材を２つの軸を設け、人材ポートフォリオを作成する。人材を、職務遂行上に
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必要な技能と知識という側面から捉え、縦軸に「人的資源の企業特殊性」、横軸に「付加価

値を創造できる知識レベル」を設定する。４つに分けられた各Ｑｄ．(Quadrant)の特徴を

整理する。 

次に、職務特性に対して、２軸に基づいた理由付けを行いながら多様な人材を類型化し、

人材ポートフォリオの４つのＱｄ．（Quadrant：象限）が示す４つの人材タイプへ振り分け

る。 

人材には、異なったタイプが複数存在することから、職務満足もそれぞれ異なるのではな

いかという仮説を構築する。人材ポートフォリオに対して「職務満足を高める」という視

点からアプローチすることにより、人材タイプごとに異なるマネジメント方式の考察を行

う。 

さらに、アンケート調査の定量分析により、職務満足を規定する要因（イネーブラー）

を特定し、それらをうまく操作することができれば、より効果的なマネジメント施策が打

てると考える。 

よって、本研究の手順としては、まず、Ｑｄ．ごとに職務満足に反応するイネーブラー

の特定を試みる。次に、人材タイプによって、異なる職務満足の次元がどのイネーブラー

に反応するかを確かめる。Ｑｄ．毎のイネーブラーと、それと対応する職務満足の次元の

組み合わせを探求できれば、Ｑｄ．ごとにＨＲＭ施策を変え、多様化人材に対するマネジ

メントのあり方を具体的に提案することができる。これを研究の目的とする。 

人材ポートフォリオを構成するＱｄ．の人材タイプごとに異なるイネーブラーを織り込

んだ具体的なインセンティブシステムを提案することができれば、正社員だけでなく、金

銭的報酬が正社員よりも低くなる傾向が高い非正社員も、生産性を維持し続けることがで

きるのではないだろうか。本研究目的は、ＨＲＭにおいて、ひいては会社経営において意

義深いと考える。 

 

 

 

第３節 論文の構成 

 

 序章および４つの章と結章から構成される本研究の概要は以下に示すとおりである。 

 まず第１章においては、人材ポートフォリオにかかわる理論的研究と職務満足の先行研

究レビューを行う。その中で人材ポートフォリオ設計の背景になる考え方を論じるととも

に、職務満足を規定する要因のサーベイを行う。 

 第２章では、分析モデルの構築と調査設計について考察を行う。具体的には、人材ポー

トフォリオのＱｄ．ごとに職務満足を規定する要因（イネーブラー）を想定し、実証分析

に向けた分析モデルを構築する。その上で本研究の分析枠組みの基本となる仮設の構築を

行う。 
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第３章では、分析モデルを構成するイネーブラーと職務満足の次元を確定した後、アン

ケート結果を基にした仮説の検証を行う。 

 結章では、まず本研究の要約と結論を整理した上で、実証分析の結果から導き出される

結論と、その実践的含意を導き出す。それと同時に、残された課題についても展望するこ

ととする。 
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第１章 理論構築と先行研究のレビュー 

 

第１節   人材ポートフォリオの設計 

 

 一般にポートフォリオといえば、個人生活においては金融資産を、ビジネスの世界に

おいては事業や製品を類型化し、バランスよく管理していく手法として知られている。「類

型化してバランスよく管理していく」ということを人材マネジメントにも適用していくこ

とが必要だと認識されてきている。その代表的な研究が、Lepak & Snell(1999)により提案

されたヒューマン・リソース・アーキテクチャー論である。この理論の特徴は、必要とさ

れている人材の特徴に応じてその調達や組織との関係性の築き方、そして人的管理のあり

方を変えなければならないというものである。リソース・ベースト・ビュー（ＲＶＢ：経

営資源に基づく戦略論）、ＴＣＥ（Transaction Costs Economics 取引費用の理論）、人

的資源論（Becker，1975）、心理的契約論を利用しながら人的資源のタイプごとに最適人材

ポートフォリオを理論的に導こうとした。具体的には２つの軸（価値と独自性）により人

的資本を４類型し、各人材タイプにおいて最も適した人材調達様式、組織と人材の関係性、

人事管理のあり方の対応関係を明確にしている(別紙１)。 

 人材マネジメントにおいて、ポートフォリオの実施によって「リスクを回避する」とは、

非正社員を活用する事で、組織の肥大化や人件費の硬直化を防ぎ、不要な能力と必要な能

力の入れ替えを行う事により、企業がフレキシブルに環境変化に対応できる状態をつくっ

ておく事を意味する。激しい環境変化か頻繁に起こる時代に、フレキシビリティを確保す

る事の重要性はますます高まっている。 

 また、ポートフォリオにより「リターンの最大化を図る」とは、社内の知識だけでなく、

企業の外にある知識や能力を、柔軟且つ効果的に取り入れる事により企業の生産性を向上

させる事、また、定期的にポートフォリオを組み替える事により、環境変化に対応する事

である。さらに、長期雇用を前提とした正社員の能力を競争優位の源泉となる業務や企業

独自の文化の継承と伝播、変革のマネジメントといった分野に集中的に配置することによ

り、他社との差別化を実現し、企業の長期的な存続を実現することでもある。 

 本研究において、図①のように人材ポートフォリオを作成した。縦軸を「人的資源の企

業特殊性」、横軸を「付加価値を創造できる知識レベル」としている。 
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図① 人材ポートフォリオ 

 

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 では、ここで今回作成したポートフォリオについて詳述したい。 

近年、企業の強みと弱みを分析する厳格なモデルを構築するため、企業ごとに異質で複

製に多額の費用がかかるリソースに着目し、こうした経営資源を活用することによって企

業は競争優位を獲得することができるとするＲＶＢの考え方が発展してきている。

（Barney,2002) 

また、Barney(2002)は企業の保有する経営資源の活用によって得られるパフォーマンス

を理解するためＶＲＩＯフレームワークを提唱している。このフレームワークは 

 

① 経済価値・・その企業の保有する経営資源は、その企業が脅威や機会に適応することを

可能にするか？ 

② 稀少性・・その経営資源を現在コントロールしているのはごく少数の競合企業だろう

か？ 

③ 模倣困難性・・その経営資源を保有していない企業は、その経営資源を獲得あるいは開

発する際にコスト上の不利に直面するか？ 

Ｑｕａｄｒａｎｔ．４ 

人材タイプ：周辺人材 

組織との関係性：共働的 

インセンティブ：能力・プロセス重視、

ゆるやかな昇給・長期雇用 

イネーブラー：環境（他律的）・機会（社

内）・外的報酬（能力・プロセス） 

雇用関係：出向・子会社化 

Ｑｕａｄｒａｎｔ．１ 

人材タイプ：コア人材 

組織との関係性：組織中心的、長期的 

インセンティブ：成果と能力併用型 

企業特殊技能を発展させる。 

イネーブラー：環境（自律的）・機会（ 

社内）・外的報酬（能力・プロセス） 

雇用関係：正社員として内製 

Ｑｕａｄｒａｎｔ．３ 

人材タイプ：補助業務遂行人材 

組織との関係性：取引的、限定的 

インセンティブ：能力主義をベースにし

た時給制 

イネーブラー：環境（他律的）・機会（社

内）・外的報酬（能力・プロセス） 

雇用関係：派遣・パート 

Ｑｕａｄｒａｎｔ．２ 

人材タイプ：高度専門職人材 

組織との関係性：共生的、有期的 

インセンティブ：成果重視 、裁量労働、キャ

リア競争力を高める機会を連続的に提供 

イネーブラー：環境（自律的）・機会（ 

社外）・外的報酬（成果） 

雇用関係：契約社員として外部調達 

人
的
資
源
の
企
業
特
殊
性 

付加価値を創造できる知識レベル 

高

 低 高 
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④ 組織・・企業が保有する価値があり、稀少で模倣コストの大きい経営資源を活用するた

めに、組織的な方針や手続きが整っているか？ 

 

という企業が従事する活動に関して発すべき４つの問いで構成されている。 

 ＲＢＶの考え方を踏まえ、それぞれの軸を決定した。 

 

「人的資源の企業特殊性」 

人的資源が企業特殊であるということは、各企業で生まれた知識・スキル・ノウハウな

どはその企業でしか創造されないものであり、暗黙知として共有されるものが多く、模倣

困難性が高い。Barney(2002)が競争優位を獲得できる経営資源としてあげた４つの特徴の

うち、③模倣困難性に対応するものである。 

 

「付加価値を創造できる知識レベル」 

知識レベルとは、当該知識が構成されている経験やサブの知識の数・量である。知識レ

ベルが高ければ、教育投資期間は長期になり、低ければ短期で済む。知識レベルが高く、

その知識を習得するのに時間がかかるということになると、その知識を独占的に保有する

事が競争優位の構築上必要となる。 

人的資源が、仕事の特性／価値を創造できるということは、その企業が外部環境である

脅威や機会に適応することを可能にする戦略を企画・実行することができるということで

ある。これは、Barney(2002)の挙げた①経済価値に対応している。 

 

次に、先の図①の各Ｑｄ．を詳細に見ていく。Ｑｄ．１の人的資源は、企業特殊性が高

く、知識レベルも高い。この場合は、長期雇用によりこの独占性を担保する必要がある。

よって、正社員として雇用し、長期的に内部育成することが望ましく、人材タイプを「コ

ア人材」と定義した。この人的資源の基本は内部育成である。企業特殊性が高いという時

点で外部調達が困難であり、調達できたとしても企業特殊性の理解および習得に時間がか

かるためである。組織と人材の関係性は、組織中心的・長期的である。Ｑｄ．１の人材に

有効なインセンティブの仮説として、組織における協働と定着を促すものが有効であると

想定している。 

Ｑｄ．２の人的資源は、知識レベルは高いが、企業特殊性が低い。この場合は、知識の

排他的活用の権利を企業が保持する事が必要である。よって、競合他社との接触を抑える

ことを前提とした有期雇用契約を結んで外部市場調達（Win-Win 関係）することが望ましく、

人材タイプを「高度専門職人材」と定義した。知識レベルが高く、企業特殊性が低ければ

転職が容易となるため、採用する側としても外部調達が可能となる。組織と人材の関係性

は共生的で、相互に利益がきちんと得られるという功利性が前提となる関係である。よっ

て、この人材タイプに有効なインセンティブの仮説を、成果を重視し、自律性やキャリア



 10

競争力を高める機会（特に社外における機会）を連続的に提供することと想定している。 

Ｑｄ．３の人的資源は、知識レベル、企業特殊性ともに低い。人材タイプを「補助業務

遂行人材」と定義した。組織と人材の関係性は、取引的である。業務内容や達成目標など

を取引条件のみに限定された企業と個人の対等な関係になる。Ｑｄ．３に属する人材は内

部化せず、派遣やパートとして外部者として扱われることも多いため、この人材タイプに

有効なインセンティブの仮説は企業汎用的な能力主義をベースにした時給制と想定してい

る。 

最後のＱｄ.４の人的資源は、企業特殊性は高いが、知識レベルは低い。出向や子会社化

に適した人材で、人材タイプを「周辺人材（契約社員）」と定義している。組織と人材の関

係性は、協働的である。内部化に要するコストをかけることなく、企業と人材の融合を目

指し、パートナーシップを基本としていくため、この人材タイプに有効なインセンティブ

の仮説として企業特殊的な能力・プロセスを重視し、長期雇用を前提としたゆるやかな昇

給を与えることと想定している。 

 

 

 

第２節   職務満足要因の先行研究のレビュー 

 

 次に本節では、職務満足とその要因に関する先行研究についてレビューを行い、多様な人

材を前提とした職務満足を規定するイネーブラーを検討する。 

まず、職務満足とその決定要因に関する代表的な研究として、Herzberg(1966)の２要因

理論があげられる。Herzberg(1966)は、職務満足に強い影響を与える決定要因として、達

成、承認、仕事そのもの、責任、および昇進の５つの要因を挙げている。これらの５要因

は、成長ないし自己実現に対する欲求に働きかけ、積極的方向で動機づけに影響するため、

動機づけ要因と呼ばれた。一方、職務不満に影響を与える要因として、会社の政策と経営、

監督、給与、対人関係、および作業条件を挙げている。これらの要因は、本質的に環境を

表しており、職務不満を防止する役目をするものの、積極的職務態度にはほとんど効果を

持たないため、衛生要因と呼ばれた。 

これらの職務満足に関する２つの次元は、不快さの回避に関する欲求体系と、個人的成

長に関する欲求体系の二次元的欲求体系の上に成り立っており、職務満足を生み出すのに

関連した要因は、職務不満を招く要因から分離した、別個のものであると考えられた。す

なわち職務満足をもたらす諸要因は、職務不満にほとんど貢献せず、逆に、不満要因は職

務満足にほとんど貢献しないと考えられた。 

しかしながら、課業における成長機会の欠乏や、低いパーソナリティの成熟度など、あ

る特定の条件下では、衛生要因にのみ職務満足を求める場合があることも Herzberg は指摘

している。本研究においては、人材ポートフォリオにおける異なる人材タイプごとに、組
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織との関係性や、雇用・キャリアに対する価値観も異なると想定しており、ある特定の人

材タイプにおいては職務満足が衛生要因に規定される場合も考えられる。従って、本研究

においては、動機づけ要因のみならず、衛生要因も含めてイネーブラーの検討を行った。 

さらに、職務満足に影響を与える決定要因については、『近代組織論Ⅱ（（占部・坂下

（1975））』に示されている Simon の理論も参考にしている。Simon は、それを次のように説

明している。 

 

(1)職務と自己のイメージとの両立性が大きいほど、職務への満足はより高い。 

自己のイメージとは、従業員が人格的独立性、彼自身の価値、彼自身の専門的な能力を

自己評価することによって、主観的に抱いている自己の人間像である。自己イメージと職

務の現実的性格が一致すればするほど、職務満足は高くなる。 

 

(2)職務上の手段的関係の予定可能性が大きいほど、職務への満足はより高い。 

自分の職務が全体の職務関係に及ぼす効果や、他人の行動が自己の職務に及ぼす効果を

予定できない職務状況では、職務関係の予定可能性は低い。 

 

(3)職務と他の役割との両立性が大きいほど、職務への満足はより高い。 

 

そして、これらの決定要因として、意思決定における自主性（権威主義であると満足低）、

賃金・地位の報酬（高いほど自己イメージとの矛盾小：満足高）、職務（好ましい職務：満

足高、一方的割当：満足低）を挙げている。 

また、太田(1999)は、職種（仕事内容）に応じて個人の組織・仕事に対する関わり方が

異なることを指摘している。そして、個人のコミットメントの方向性により、「組織人」と

「仕事人」という対照的なモデルを提示し、組織と個人の関係を論じている。彼は、所属

組織に対してコミットする組織人に対しては、「直接統合」が有効とされてきたが、仕事そ

のものにコミットする仕事人に対しては「直接統合」が必ずしも有効でなく、「間接統合」

が有効であると主張している。 

直接統合とは、組織から提供される有形無形の報酬と引き換えに、個人が組織の目的を

受け入れ、それを仕事上の目的として追求することである。組織人は、所属組織から得ら

れる有形無形の報酬によって、主要な欲求を充足することができるため、直接統合が有効

であると考えられている。 

一方、仕事人は組織よりも仕事に対してコミットし、仕事を通じて自己の目的を追求す

るため、組織に対しては限定的・手段的な関わり方をする。こうした仕事人に対しては、

必ずしも一致しない組織と個人の目的を、市場・社会という組織を超えた存在により間接

的に統合することが有効であると主張している。 

太田(1999)の主張は、主に個人と組織の関係性に着目したものであるが、職種（仕事内
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容）に応じて、組織に対する関わり方が異なれば、その結果、個人の職務満足に影響を与

える要因も異なると考えられるため、職務満足の決定要因に組織との関係性の視点を含め

ることとした。 

本研究においては、以上の先行研究において挙げられている職務満足の決定要因や組織

との関係性を参考に、「環境」、「機会」、「外的報酬」、「内的報酬」、「一体感」という５つの

概念をイネーブラーとして再構成した。そして、前節で述べた人材ポートフォリオにおけ

る人材タイプを念頭におきながら、それらのイネーブラーに対する選好を規定する決定因

を設定した。さらに、イネーブラーを構成する要素として、上記先行研究を参考にしなが

ら、いくつかの構成要素を想定している。具体的には次のとおりである。 

まず、「環境」においては、Herzberg(1966)の衛生要因を参考に、「勤務の場所」、「形態」、

「雇用環境」といった構成要素を想定し、これらの構成要素に対して、Simon(1967)の意思

決定における自主性を参考に、「自律的―他律的」という決定因を設定した。 

「機会」においては、Herzberg(1966)の動機づけ要因を参考に、「成長」、「学習」、「活躍」

といった構成要素を想定し、これらの構成要素に対して、太田(1999)の組織との関係性を

参考に、「社外－社内」という決定因を設定した。 

「外的報酬」においては、Herzberg(1966)の動機づけ・衛生要因、Simon(1967)の賃金・

地位の報酬を参考に、「賞与」、「昇格」、「給与」という構成要素を想定し、これらの構成要

素に対して「成果－プロセス」という決定因を設定した。 

「内的報酬」においては、Herzberg(1966)の動機づけ要因を参考に、認知という構成要

素を想定し、「成果－プロセス」、「社内－社外」という決定因を設定するとともに、

Simon(1967)の意思決定における「自主性」、太田(1999)の組織との関係性を参考に、「信頼」、

「援助」という構成要素を想定した。 

最後に、「一体感」においては、太田(1999)の組織との関係性を参考に、「仕事」、「組織」

という構成要素を想定し、これらの構成要素に対して「参加－独立」という決定要因を設

定した。 
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第２章 分析モデルと調査設計 

 

第１節 人材ポートフォリオにおける分析視角の設定 

 

 第１章第２節の先行研究レビューで確認したように、職務満足度を規定する要因とし

てイネーブラーが存在することが明らかになった。 

本研究では、人材ポートフォリオにおいて、技能や仕事の特性によって分類した４つ

の人材タイプを定義する事ができた。彼らのスキル、仕事の特性が異なり、雇用関係も

異なる事を考えると、各Ｑｄ．に属する人材タイプによって職務満足に強く作用する次

元もあれば、弱く作用する次元もある。また、各Ｑｄ．に属する人材タイプによってイ

ネーブラーが異なると仮定することができる。 

各Ｑｄ．に属する人材タイプごとに、どの職務満足の各次元が強い影響力を持つのか。 

各Ｑｄ．に属する人材タイプごとに、どのイネーブラーが職務満足のどの次元を規定す

るのか。これらを明らかにすることを本研究の目的とする。 

 以上の考察から、図２－１－１の分析モデルを構築した。調査にあたっては、

Meyer&Allen(1997)モデル（別紙２）を参考にし、Simon(1967)や Herzberg(1966)の先

行研究を参考にしながらイネーブラーを独自に先行変数として設定して、分析モデルを

構築した。 

これに基づいて、次節において仮説の構築を行う。 

 

 

図２－１－１分析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
イネーブラー 

・環境 

・機会 

・外的報酬 

・内的報酬 

・一体感 

 

 
職務満足 

・キャリア 

・対人関係 

・能力発揮 

・全体的職務 

 

～に対する満

足度 

 
成果 
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第２節 仮説の構築 

  

仮説１ 各Ｑｄ．によって、職務満足の各次元の満足の度合は異なる。 

仮説２ 各Ｑｄ．によって、職務満足に影響を与えるイネーブラー（またはその組み合わ

せ）は異なる。 

 

（仮説２に対する予測） 

〇企業特殊性が高い人材の場合は、社内での協働や企業の利益を優先すると考えられるこ

とから、職務満足を与えるイネーブラーは以下と考えられる。 

・社内における機会への関心が高い 

・成果に対する外的報酬よりも能力・プロセスに対する外的報酬への関心が高い 

・一体感への関心が高い 

・他律的環境（協働しやすい環境）への関心が高い 

〇仕事の特性／付加価値を創造できる知識レベルが高い人材の場合は、自ら付加価値を創

造できることから、職務満足を与えるイネーブラーは以下と考えられる。 

・自律的環境への関心が高い 

・報酬への関心が高い （企業特殊性の高低により報酬の種類（外的／内的、プロセス・

能力／成果が異なる） 

・機会への関心が高い（企業特殊性が低い場合は社内よりも社外での機会に関心が高い） 

 

上記より、仮説２については、各Ｑｄ．に職務満足を与えるイネーブラーは以下のように

詳述する。 

 仮説２－１：Ｑｄ．１に属する人材の技能タイプは企業特殊性が高く、かつ知識レベ

ルが高いため、職務満足に影響を与えるイネーブラーは、他律的環境、

社内における機会、能力・プロセスに対する外的報酬である。 

  仮説２－２：Ｑｄ．２に属する人材の技能タイプは企業特殊性が低く、かつ知識レベ

ルが高いため、職務満足に影響を与えるイネーブラーは、自律的環境、

社外における機会、成果に対する外的報酬である。 

  仮説２－３：Ｑｄ．３に属する人材の技能タイプは企業特殊性が低く、かつ知識レベ

ルが低いため、職務満足に影響を与えるイネーブラーは、他律的環境、

社外における機会、成果に対する外的報酬である。 

  仮説２－４：Ｑｄ．４に属する人材の技能タイプは企業特殊性が高く、かつ知識レベ

ルが低いため、職務満足に影響を与えるイネーブラーは、他律的環境、

社内における機会、能力・プロセスに対する外的報酬である。 
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第３節 分析概念の操作化 

 

１．基本的考え方 

 前節で策定した仮説を検証するために、本節においては第１節で構築した分析概念を操

作化し、インディケータとして扱う事を可能にした上で、質問票の設計を行う。 

 分析モデルで提示したとおり、本研究の分析モデルは、「イネーブラーの５次元」「職務

満足の４次元」「成果変数」によって構成されている。先行変数である「イネーブラー」と

「成果変数」についての質問項目はオリジナルで作成した。また、「職務満足の４次元」は、

田中（1998）の実証研究で使用された質問事項に依拠している。 

 なお、質問項目への回答は５点尺度とし、質問内容によって、「１．全くそう思わない」

～「５．とてもそう思う」となっている。 

 また、回答者のバイアスを少なくするために一つの次元に対して３つ以上の質問項目を

設定すると共に、ダミーの質問項目を以下の通り加えた。さらに一部の設問ではリバース

クエスチョンを表２－３－１のとおり用いた。ＲＱはリバースクエスチョンを示す。 

 こうした質問票における個別項目の内容については付録１を参照されたい。 

 

表２－３－１：ダミー質問項目 

ダミー項目 問３－２，４，８，１０，１１，１４，１６，

１７，２１ 

 

 

２．イネーブラーのインディケータ 

 イネーブラーを構成する次元としては、Herzberg（1966）の２要因理論で述べられてい

る動機付け要因と衛生要因や、Simon（1967）の提唱する職務満足の決定要因を参考にしな

がら、太田（1999）の述べる組織との関係性を踏まえ、５次元を設定した。次元ごとに４

～６項目ずつ質問項目を設定した。 

 

表２－３－２：アンケート項目構造 

 

概念 決定因 構成要素 質問（選好を尋ねる） 

勤務場所 上司や同僚から必要があるときだけ指示・協力が得られ

れば、離れた場所で働くのも構わない。 

勤務形態 仕事の繁閑に応じて、勤務時間や長期の休暇予定を自分

で決められる方が良い。 

環境 自律的 

雇用環境 意に沿わない異動や転勤に応じるくらいなら、今の会社

に定年まで働くことはない。 
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勤務場所 上司や同僚からいつでも指示・協力が得られる場所で働

きたい。 

勤務形態 仕事の繁閑に関らず、あらかじめ決まった時間、決まっ

た日に働ける方が良い。 

他律的 

雇用環境 定年まで今の会社で働き続けることができるなら、意に

沿わない異動や転勤にも応じようと思う。 

成長 成長のためには、社内異動や昇進、業務経験の蓄積が大

切だと思う。 

学習 仕事を通じて職場の上司や先輩から、仕事に関する知識

やノウハウを身につけたい。 

社内 

活躍 社内の人脈や知識、ノウハウをフルに活用して、会社の

業績に貢献したい。 

成長 成長のためには、社内異動や昇進よりも、社外で得られ

る知識・経験が大切だと思う。 

学習 社外でも通用する汎用性の高い能力を身につけたい。 

機会 

社外 

活躍 学会や業界の人脈や専門知識を生かして、世の中に貢献

したい。 

賞与 賞与を決定する評価は、仕事の成果を基準に決定して欲

しい。 

昇格 昇格（昇進）は、これまでに積み重ねてきた仕事の成果

を基準に決定して欲しい。 

外的 

報酬 

仕事 

・成果 

給与 給与は、自分が担当している仕事の価値や責務の大きさ

によって決定して欲しい。 

賞与 賞与を決定する評価は、過程における取組みや行動を基

準に決定して欲しい。 

昇格 昇格（昇進）は、これまでの仕事に対する努力や意欲を

基準に決定して欲しい。 

 能力・ 

プロセス

給与 給与は、自分が身につけている知識や技術などの能力に

よって決定して欲しい。 

仕事 

・成果 

認知 勤務態度や取組み姿勢よりも、仕事の成果を見て欲し

い。 

能力・ 

プロセス

認知 仕事の成果よりも、勤務態度や取組み姿勢を見て欲し

い。 

内的 

報酬 

社内 認知 自分の知識、能力や仕事の成果を、会社の上司や同僚に

きちんと知って欲しいと思う。 



 17

社外 認知 自分の知識、能力や仕事の成果を、会社の上司や同僚だ

けでなく、社外の関係者にも知って欲しいと思う。 

信頼 自分の担当業務に関する課題や問題は、全て担当者であ

る自分に任せて欲しい。 

援助 自分の担当業務に関する課題や問題にも、上司や同僚は

逐一指示や助言をして欲しい。 

仕事 上司や同僚と相談・協調しながら働くのが好きだ。 参加 

組織 休日や就業時間後の会社の行事や、上司・同僚との付き

合いには、積極的に参加している。 

仕事 自分の担当する業務を、ひとりでこなすのが好きだ。 

一体感 

独立 

組織 休日や就業時間後は、会社の人間関係や行事を、なるべ

く持ち込まないようにしている。 
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表２－３－３：イネーブラーのインディケータリスト 

 

概念 決定因 構成要素 質問項目番号 

勤務場所 問１－１ 

勤務形態 問１－３ 

自律的 

雇用環境 問１－５ 

勤務場所 問１－２ 

勤務形態 問１－４ 

環境 

他律的 

雇用環境 問１－６ 

成長 問１－７ 

学習 問１－９ 

社内 

活躍 問１－１１ 

成長 問１－８ 

学習 問１－１０ 

機会 

社外 

活躍 問１－１２ 

昇給・賞与 問１－１３ 

昇格 問１－１５ 

仕事 

・成果 

給与 問１－１７ 

昇給・賞与 問１－１４ 

昇格 問１－１６ 

外的 

報酬 

能力・ 

プロセス

給与 問１－１８ 

社内 認知 問１－２１ 

社外 認知 問１－２２ 

仕事・ 

成果 

認知 

 

問１－１９ 

能力・ 

プロセス

認知 

 

問１－２０ 

信頼 問１－２３ 

内的 

報酬 

援助 問１－２４ 

仕事 問１－２５ 参加 

組織 問１－２７ 

仕事 問１－２６ 

一体感 

独立 

組織 問１－２８ 
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３．職務満足のインディケータ 

 職務満足を構成する次元としては、田中（1998）の「職務満足感に関する諸要因の検討」

の質問項目を適用し、キャリア、対人関係、能力発揮、全体的職務の４次元を設定し、そ

れぞれ３～４項目ずつ質問項目を設定した。 

 

表２－３－４：職務満足のインディケータリスト 

 質問項目番号 

キャリアへの満足感 問３－１，１５，１９，２２ 

対人関係への満足感 問３－５，１２，１３ 

能力発揮への満足感 問３－３，６，９ 

全体的職務満足感 問３－１８，２３，２０ 

 

表２－３－５：成果のインディケータリスト 

成果 問３－７，２４ 

 

４．質問票の構成 

 以上により、質問票は３つの大問から成る全５３問フェースシートを含む、以下のよう

な構成となった。 

問１     ：イネーブラー（５次元）に関する質問 

問２     ：イネーブラーを構成すると予測される因子の優先順位に関する質問 

問３     ：職務満足に関する質問および成果に関する質問 

フェースシート：年齢、性別、勤務年数、職種での勤務年数、職種、役職 

 

 

 

第４節 調査方法 

 

１．調査対象企業および調査対象の選定理由 

 調査は、同業界に属する機械メーカーＡ社（売上高／約１兆円、従業員数／約１万人）、

および機械メーカーＢ社（売上高／約２兆円、従業員数／約３万人）の２社を対象に行っ

た。本章第３節における分析概念操作化によって作成された、質問票形式のアンケート調

査を実施し、２社合計で１０６名を対象とした。 

 人的資源の企業特殊性が高く、仕事の知識レベルが高いＱｄ．１に属する人材、人的資

源の企業特殊性が低く、仕事の知識レベルが高いＱｄ．２に属する人材、人的資源の企業

特殊性が低く、仕事の知識レベルが低いＱｄ．３に属する人材、および人的資源の企業特

殊性が高く、仕事の知識レベルが低いＱｄ．４に属する人材といった４種類の人材タイプ
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を一つの組織内で比較分析できる条件を満たした大手日本メーカーを今回の調査の選定対

象とした。 

 

２．調査対象者 

機械メーカーＡにおいては、Ｑｄ．１の対象者が１７名、Ｑｄ．２の対象者が１３名、

Ｑｄ．３の対象者が９名、Ｑｄ．４の対象者が１８名の計５７名を調査対象とした。 

機械メーカーＢにおいては、Ｑｄ．１の対象者が２１名、Ｑｄ．２の対象者が１２名、

Ｑｄ．３の対象者が５名、Ｑｄ．４の対象者が１１名の計４９名を調査対象とした。 

なお、各Ｑｄ．の分類は、調査対象者の担当業務・職種に基づき、調査実施者により分

類している。具体的な担当業務・職種は以下のとおりである。 

 

Ｑｄ．１＝業務知識にもとづく判断が必要とされ、他部門との協働・調整が要求される

業務、職種 

設計・開発関係、企画・管理職など 

Ｑｄ．２＝専門知識を必要とし、他部門との協働・調整が比較的少ない業務、職種 

研究職、経理職、法務職など 

Ｑｄ．３＝専門知識は不要であり、他部門との協働・調整も比較的少ない業務、職種 

一般事務職、派遣社員、外注など 

Ｑｄ．４＝専門知識は不要であるが、他部門との協働・調整が必要とされる業務、職種 

設計・開発補助、給与・福祉スタッフなど 

 

３．調査の実施と研究方法 

 アンケートの実施に際しては、２００５年１月１２日より、機械メーカーＡ社、機械メ

ーカーＢ社それぞれにプロジェクトチームのメンバーが訪問し、調査対象者に直接手渡し

またはメールにて配布した。回収については、１月３１日に質問票直接回収またはメール

返信にて回収が行われた。 

 アンケートの配布、回収状況と回答者のプロフィールは下表のとおりとなった。回収サ

ンプルは１０６人、内訳はＱｄ．１が３８名、Ｑｄ．２が２５名、Ｑｄ．３が１４名、Ｑ

ｄ．４が２９名で、結果として有効回答率はＱｄ．１が８０．９％、Ｑｄ．２が７３．５％、

Ｑｄ．３が６３．６％。Ｑｄ．４が８５．３％、総合的には７７．４％であった。 
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表２－４－１：アンケート配布・回収状況 

会社 Quadrant 配布数 回収数 回収率
機械ﾒｰｶｰＡ社 Qd.1 18 17 94.4%

Qd.2 16 13 81.3%
Qd.3 15 9 60.0%
Qd.4 20 18 90.0%
合計 69 57 82.6%

機械ﾒｰｶｰＢ社 Qd.1 29 21 72.4%
Qd.2 18 12 66.7%
Qd.3 7 5 71.4%
Qd.4 14 11 78.6%
合計 68 49 72.1%

合計 Qd.1 47 38 80.9%
Qd.2 34 25 73.5%
Qd.3 22 14 63.6%
Qd.4 34 29 85.3%
合計 137 106 77.4%  

  

アンケート結果の分析はコンピュータによる統計解析を中心に行い神戸大学の情報処理

教室の統計汎用パッケージ“ＳＰＳＳ”を使用して、因子分析、重回帰分析、信頼性分析、

相関分析、平均の差のｔ－検定を主に行った。 



 22

第３章 アンケートの分析と仮説の検証 

  

本章では前章で作成した調査票の結果が、調査設計時に意図したとおりの次元を構成し

ているかにつき、重回帰分析等による統計的解析により仮説を検証していく。本論文で参

照した Herzberg（1966）の２要因理論で述べられている動機付け要因と衛生要因や、Simon

（1967）の提唱する職務満足の決定要因に依拠し、先行変数である「イネーブラーの５次

元」として「環境」「機会」「外的報酬」「内的報酬」「一体感」を設定するとともに、成果

変数である「職務満足」の４次元として、「キャリア」「対人関係」「能力発揮」「全体的職

務」を設定した。 

 

 

 

第１節 アンケートの単純集計結果の概観 

  

各Ｑｄ．と職務満足の４次元との関係を以下の通り整理した。表４－１－１は、キャリ

アへの満足感、対人関係への満足感、能力発揮への満足感、全体的職務満足に対する志向

を各Ｑｄ．で整理したものである。同表を見ると、Ｑｄ．１（コア人材）およびＱｄ．２

（高度専門職人材）は対人関係に対する志向が高いことがわかる。Ｑｄ．３（補助業務遂

行人材）では明確な志向がないものの、全体的職務満足に対する志向が相対的に高い傾向

がある。また、キャリアに対する志向は低く、また標準偏差も小さいことから、キャリア

に興味がないと考えられる。Ｑｄ．４（周辺人材）の傾向はＱｄ．１の傾向と似ているが、

平均がＱｄ．１よりも低く、コア人材であるＱｄ．１よりも、周辺人材のＱｄ．４は職務

満足に対する意識は低いと言える。 

 Ｑｄ．間の比較をすると、Ｑｄ．２、Ｑｄ．１の順で職務満足に対する意識が高く、Ｑ

ｄ．３とＱｄ．４で低めとなっている。特にＱｄ．２では標準偏差も相対的に小さく、職

務満足への意識が統一されていると言える。これはＱｄ．２のアンケート対象の一部が、

長い期間同じ職場で働いていることにより、社会化が進み、意識が比較的近くなっている

ためと考えられる。 
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表３－１－１：各Ｑｄ．と職務満足の４次元との関係（Ｑｄ．ごとの整理） 
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第２節 各Ｑｄ．と職務満足との関係 

 

次に各Ｑｄ．と職務満足の関係を統計的に検討する。検討の手順として、（１）職務満足

の４次元の妥当性の確認、（２）Ｑｄ．毎の職務満足の確認、を行う。これにより、（３）

Ｑｄ．毎の職務満足の差異について考察する。 

 

１．職務満足の４次元の妥当性 

 前述の通り、先行研究に基づいて質問項目及び職務満足の４次元を設定しているが、今

回アンケート調査を行った対象に対しても、これらの職務満足の次元の適用性について検

討する必要がある。このため、職務満足についての質問に対して因子分析を行い、今回の

調査における職務満足の次元を確認した。 

・職務満足に対する因子分析結果 

表２－３－４に示す職務満足に関する質問の回答結果に対して因子分析を実施した。結

果を表３－２－１に示す。同表に示す通り、職務満足として、「対人関係への満足感」、「キ

ャリアへの満足感」、「能力発揮への満足感」、「全体的職務満足感」の４次元が因子として

抽出された。これは、先行研究で設定された次元であり、この次元が本研究においても設

定可能と言える。次にこれらの各次元に対して信頼性分析を行った結果についても上述表
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因子 項目 各因子を構成する質問 信頼性係数

[分析に用いた質問No.]

因子１ 質問Ｎｏ 12 5 13 23 　
負荷量 0.867 0.847 0.725 0.477 0.7726
分類 対人関係 対人関係 対人関係 全体的

への満足感 への満足感 への満足感 職務満足 [12,5,13]
因子２ 質問Ｎｏ 22 19 15 6 23

負荷量 0.808 0.793 0.700 0.633 0.423 0.6945
分類 キャリア キャリア キャリア 能力発揮 全体的

への満足感 への満足感 への満足感 への満足感 職務満足 [22,19,15]
因子３ 質問Ｎｏ 9 3

負荷量 0.943 0.941 0.8979
分類 能力発揮 能力発揮

への満足感 への満足感 [9,3]
因子４ 質問Ｎｏ 20 23 6

負荷量 0.860 0.692 0.426 0.6499
分類 全体的 全体満足 能力発揮

職務満足 職務満足 への満足感 [20,23]

負荷量0.4以上の質問を全て抽出し、負荷量の高い太字の質問に対して信頼性分析を行った。

３－２－１に示した。この結果から、これらの次元の信頼性は目安となるα＞０．６であ

り、本研究の次元として妥当であると考えられる。 

 

表３－２－１：各職務満足次元の信頼性分析結果 

 

 

 

２．Ｑｄ．毎の職務満足の確認 

 職務満足の４次元として上記の因子の妥当性が確認された。次に仮説１に示す通り、Ｑ

ｄ．毎の職務満足の確認を行う。表３－２－２に、上記の４次元（因子）に対する各Ｑｄ．

の平均値と標準偏差を整理した。同表に示す通り、平均値はＱｄ．毎に差異が見られる。

この平均値の差異について検討するため、２つのＱｄ．毎にｔ検定を行った。ｔ検定を行

った結果、有意確率 0.05 でＱｄ．間に有意な差異が見られた職務満足は以下である。 

 Ｑｄ．１－Ｑｄ．２ ： 有意な差異は見られなかった 

 Ｑｄ．１－Ｑｄ．３ ： 有意な差異は見られなかった 

  Ｑｄ．１－Ｑｄ．４ ： 因子１ （対人関係への満足感） 

 Ｑｄ．２－Ｑｄ．３ ： 有意な差異は見られなかった 

 Ｑｄ．２－Ｑｄ．４ ： 因子１ （対人関係への満足感） 

因子３ （能力発揮への満足感） 

 Ｑｄ．３－Ｑｄ．４ ： 有意な差異は見られなかった。 

 この結果から、表３－２－２の平均値には差異は見られるものの、Ｑｄ．間において有

意確率 0.05 で確率的に有意な差異はＱｄ．１－Ｑｄ．４間、Ｑｄ．２－Ｑｄ．４間以外で

は見られていない。Ｑｄ．１とＱｄ．４、Ｑｄ．２とＱｄ．４の間で見られた差異の因子
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１は対人関係への満足感を示す因子であり、質問の内容は上司への満足度（上司の手腕、

上司の責任の取り方）を聞いている。表３－２－２を見るとＱｄ．1およびＱｄ．２の人材

の方がＱｄ．４よりも平均値が高く、コア人材Ｑｄ．１および高度専門職のＱｄ．２の人

材の方が周辺人材であるＱｄ．４よりも、上司への満足度が高いと言える。仕事の特性と

して判断することが多い業務を行うＱｄ．１およびＱｄ．２の方が、ルーティンワークの

多いＱｄ．４よりも上司の影響力が異なることが要因の一つと考えられる。一方、Ｑｄ．

２とＱｄ．４間で見られた差異の因子３は能力発揮への満足感を示す因子であり、質問で

は、仕事と責任に対する給与のバランス、昇進の機会の平等性、これまでの昇進への満足

を聞いている。表３－２－２を見ると、Ｑｄ．２の方が満足度が高いことが分かる。Ｑｄ．

の分類の性格上、Ｑｄ．２の方がＱｄ．４よりも業務を行う上での知識が高く、高度な業

務、価値を創造する業務に携わるため当然評価が高くなることがこの要因と考えられる。 

 参考として、ｔ検定において有意確率 0.10 の場合の結果を示す。Ｑｄ．２－Ｑｄ．３間

に対しては因子３の能力発揮への満足感、Ｑｄ．３－Ｑｄ．４間に対しては因子４の全体

的職務満足が差異として挙げられる。なお、Ｑｄ．２－Ｑｄ．４間には有意確率を 0.10 と

すると、上述の因子１と因子３に加え、因子２と因子４に対しても確率的に有意な差があ

ると分析される。これはＱｄ．２とＱｄ．４とでは、今回設定した全ての職務満足に対し

て差異があると言え、今回設定した人材ポートフォリオの横軸と縦軸の対立位置であるこ

とから、示唆できるものがある可能性がある。ただし、因子２、４に関しては有意確率＞

0.05 であるため、検討はここまでに止める。 

 

 上述の通り、Ｑｄ．２とＱｄ．４以外の間には、表３－２－２において各因子の平均値

に差異が見られたものの確率的に有意（有意確率 0.05）な差異が見られなかった。このた

め、職務満足として抽出された４つの次元（因子）に対して、Ｑｄ．毎に因子分析を行い、

その因子負荷量から各Ｑｄ．の示す傾向の差異を検討する。表３－２－３に因子分析の結

果を示す。 

①Ｑｄ．１（コア人材） 

Ｑｄ１．では２つの因子が抽出され、回転後の成分分析結果より、第１因子としては「対

人関係への満足感」と「キャリアへの満足感」、第２因子としては、「能力発揮への満足感」

への相関が強いと言える。第１因子による説明性は、抽出後の負荷量平方和累積より３９．

９％、第２因子まででは６５．６％である。「対人関係への満足感」と「キャリアへの満足

感」に対する質問項目を見てみると、上司との関係、給与と責任のバランス、会社内での

昇進への満足度を示唆する内容となっており、それらに対する関係が深いということは、

企業特殊性が高くまた業績への貢献も高いコア人材として妥当であると考えられる。 

 

②Ｑｄ．２（高度専門職人材） 

Ｑｄ．２の場合も、２つの因子が抽出され、同様に第１因子としては「キャリアへの満
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足感」と「対人関係への満足感」、第２因子としては「能力発揮への満足感」と「全体的職

務満足感」への相関が強いと言える。同様に説明性は第１因子では４４．６％、第２因子

まででは８０．５％である。Ｑｄ．２の場合も給与と責任のバランス、会社内での昇進へ

の満足度を示唆する内容となっている。ここで、Ｑｄ．１と比較して、Ｑｄ．２は対人関

係よりもキャリアへの満足感への因子負荷量が大きい傾向にある。対人関係（上司との関

係）よりもキャリアに関係（給与と責任のバランス、昇進への満足度）が深いということ

は、Ｑｄ．１のコア人材よりもより仕事やその結果としての昇進の機会に重要度を見出し

ていると考えられ、高度専門職人材として妥当であると考えられる。 

 

③Ｑｄ．３（補助業務遂行人材） 

Ｑｄ．３の場合は、一つの因子のみ抽出され、抽出後の累積では６４．５％である。ま

た、この結果では、「対人関係への満足感」と「キャリアへの満足感」にやや高い負荷量が

見られる。一方で、Ｑｄ．１、Ｑｄ．２と比較すると因子が一つしか抽出されていないと

いう差異があるものの、因子によらず高めの負荷量となっている。従って、Ｑｄ．３の人

材タイプは、職務満足の次元に対する明確な志向性は見られないと言える。これは、いず

れの職務満足の次元に対する、志向が強いとも解釈できるが、逆に職務満足への意識（志

向）が低いとも考えられる。 

 

④Ｑｄ．４（周辺人材） 

Ｑｄ．４の場合は、一つの因子のみ抽出され、抽出後の累積では６７．８％である。ま

た、この結果では、ややキャリアと全体的職務への係数が高いものの、いずれの職務満足

に対しても 0.6 を超える高い係数となっている。この結果から、Ｑｄ．４の人材タイプも

Ｑｄ．３と同様に、職務満足の次元に対する志向性は見られず、いずれの職務満足の次元

に対する、志向が強いとも、職務満足への意識（志向）が低いとも考えられる。 

 

 以上の通り、Ｑｄ．１とＱｄ．４、Ｑｄ．２とＱｄ．４とでは、明確な相違が見られ、

一方で因子分析により、Ｑｄ．１とＱｄ．２との差異が明確となった。また、Ｑｄ．３

およびＱｄ．４については、因子分析では明確な志向が確認できなかったものの、Ｑｄ．

１およびＱｄ．２とは異なる傾向があることが示唆された。従って、Ｑｄ．毎に職務満

足の次元の強弱が異なることが分かり、仮説１「各Ｑｄ．によって、職務満足を構成す

る各次元の強弱は異なる。」が確認された。特に「仕事の特性／付加価値を創造できる

知識レベル」が高く企業の競争優位を形成するＱｄ．１及びＱｄ．２の人材タイプにつ

いては、職務満足の各次元の強弱が明確であり、これらを考慮に入れた人材マネジメン

トは経営効率や競争優位を高めるために重要であると考えられる。 
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表３－２－２：Ｑｄ．毎の職務満足に対する平均値と標準偏差 

 

QD N （ サ ン プ ル
数）

平均値 標準偏差
平 均 値 の 標
準誤差

因子１ Qd.1 39 3.5897 0.7813 0.1171
対人関係 Qd.2 24 3.7361 0.5977 0.1220
への Qd.3 12 3.2222 1.0856 0.3134
満足感 Qd.4 27 3.1235 1.0176 0.1958
因子２ Qd.1 39 2.9744 0.7350 0.1177
キャリア Qd.2 23 3.1304 0.6174 0.1287
への Qd.3 12 2.8056 0.5766 0.1665
満足感 Qd.4 28 2.7738 0.8561 0.1618
因子３ Qd.1 39 3.2179 0.8413 0.1347
能力発揮 Qd.2 25 3.4400 0.6970 0.1394
への Qd.3 13 2.9231 0.9541 0.2646
満足感 Qd.4 28 2.9643 0.8916 0.1685
因子４ Qd.1 39 2.9872 0.9630 0.1542
全体的 Qd.2 24 3.2917 0.8330 0.1700
職務 Qd.3 13 3.3462 0.8263 0.2292
満足 Qd.4 28 2.7679 1.0583 0.2000

 

 

 

表３－２－３ Ｑｄ．毎の職務満足次元による因子分析 

 

Ｑｄ 成分 各職務満足因子の数値

　
対人関係
への満足
感

キャリアへ
の満足感

能力発揮
への満足
感

全体的職
務満足感

Ｑｄ１ 成分１ 0.878 0.790 0.052 0.393 39.9

成分２ -0.173 0.299 0.975 0.043 65.6

Ｑｄ２ 成分１ 0.863 0.917 -0.245 0.373 44.6

成分２ -0.141 0.195 0.842 0.818 80.5

Ｑｄ３ 成分１ 0.910 0.843 0.735 0.707 64.5

Ｑｄ４ 成分１ 0.778 0.919 0.658 0.911 67.8

負荷量平
方和累積
（％）
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第３節 職務満足に影響を与える因子の分析 

 

 次に仮説２を検証するため、職務満足に影響を与える因子の分析を行った。最初に職務

満足に影響を与える因子（イネーブラー）について検討した。 

 第２章において、先行研究に基づきイネーブラーを設定し、構造的なアンケートを作成

した。本節では、このアンケートにより得られた因子を用いて、上述の職務満足との関係

を回帰分析により検討する。 

 

１．イネーブラーの検討 

 上述の通り、先行研究に基づきイネーブラーを設定した。ここでは、アンケート結果（質

問１）に対して因子分析を行い、予め設定したイネーブラーとの比較を行う。 

 表３－３－１に因子分析結果を示す。同表に示す通り、５つの因子が抽出された。これ

ら抽出された因子に関連する質問について、表２－３－２に示す概念・決定因を付記する

ことで、抽出された因子の解釈を行った。 その結果、表３－３－１の右欄に示した因子

の解釈は表２－３－２に示す概念毎とはなっていないものの、決定因については一致して

いる。従って、先行研究に基づいて設定したアンケートの構造とアンケート結果とは良い

一致を示していると言える。一方、職務満足への影響を分析するためのイネーブラーとし

ては、このように所期に設定したイネーブラーと表３－３－１で抽出された因子とで概念

レベルでの括り方が異なっているため、職務満足への影響分析を行うために抽出された因

子に基づいて新イネーブラーを設定することとした。 

 表３－３－２に抽出された因子に基づいて新イネーブラーの信頼性分析を実施した結果

を示す。同表には質問項目や概念なども再整理している。信頼性分析の結果を見ると、信

頼性の目安となるα＞０．６を満たしており、これらを新イネーブラーとすることとした。

従って、新イネーブラーとしては、プロセス・能力に基づく「バランス志向報酬」と成果

に基づく「成果志向報酬」といった報酬に属するもの、「一体感」を示すもの、終身雇用な

どに代表される「雇用保証」、勤務場所などに代表される「協働の場」、といった５つの概

念に分類される。ここで、「一体感」の新イネーブラーの構成質問として、質問２８（RQ）、

２７に質問を加えるとα＜０．６となり、質問２５は構成質問から外した。これは質問２

５は一体感でも仕事についての質問であり、質問２７、２８の組織に関する質問と異なる

ためと考えられる。 

 なお、ここで抽出された新イネーブラーの相関について確認したが、確率的に有意（有

意確率 0.05）な相関関係はなかった。 
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表３－３－１：質問１に対する因子分析結果と因子の解釈 

 

因子 項目 因子を構成する質問 因子解釈

因子１ 質問Ｎｏ 14 18 16 20 9 15 17 24 　
負荷量 0.715 0.693 0.623 0.618 0.616 0.549 0.530 0.486 バランス志向
分類 外的報酬 外的報酬 外的報酬 内的報酬 機会 外的報酬 外的報酬 内的報酬 報酬

能力・ﾌﾟﾛｾｽ 能力・ﾌﾟﾛｾｽ 能力・ﾌﾟﾛｾｽ 能力・ﾌﾟﾛｾｽ 社内 仕事・成果 仕事・成果 援助

因子２ 質問Ｎｏ 13 19 7 15 17 11 　
負荷量 0.777 0.723 0.484 0.460 0.440 0.421 成果志向
分類 外的報酬 内的報酬 機会 外的報酬 外的報酬 機会 報酬

仕事・成果 仕事・成果 社内 仕事・成果 仕事・成果 社内

因子３ 質問Ｎｏ 28　(RQ) 27 25 11 　
負荷量 -0.889 0.830 0.619 0.506 一体感
分類 一体感 一体感 一体感 機会

独立 参加 参加 社内

組織 組織 仕事

因子４ 質問Ｎｏ 5　（RQ) 6 7 11 　
負荷量 -0.842 0.800 0.562 0.452 雇用保証
分類 環境 環境 機会 機会

自律的 他律的 社内 社内

雇用環境 雇用環境

因子５ 質問Ｎｏ 2 1　（RQ) 　
負荷量 0.823 -0.804 協働の場
分類 環境 環境

他律的 自律的

勤務場所 勤務場所

負荷量0.4以上の質問を全て抽出し、負荷量の高い太字の質問により因子解釈を行った  
 

表３－３－２：新イネーブラーのインディケータと信頼性係数 

 

概念 構成要素 質問（選好を尋ねる） 問 信頼性

係数 

賞与 賞与を決定する評価は、過程における取組み

や行動を基準に決定して欲しい。 

問１４ 

給与 給与は、自分が身につけている知識や技術な

どの能力によって決定して欲しい。 

問１８ 

昇格 給与は、自分が身につけている知識や技術な

どの能力によって決定して欲しい。 

問１６ 

バ ラ ン

ス 志 向

報酬 

認知 仕事の成果よりも、勤務態度や取組み姿勢を

見て欲しい。 

問２０ 

 

 

 

0.6909

賞与 賞与を決定する評価は、仕事の成果を基準に

決定して欲しい。 

問１３ 成 果 志

向報酬 

認知 勤務態度や取組み姿勢よりも、仕事の成果を

見て欲しい。 

問１９ 

 

0.6010

一体感 組織 休日や就業時間後は、会社の人間関係や行事

を、なるべく持ち込まないようにしている。

問２８ 

（ＲＱ） 

 

0.8088
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組織 休日や就業時間後の会社の行事や、上司・同

僚との付き合いには、積極的に参加している。

問２７ 

雇用環境 意に沿わない異動や転勤に応じるくらいな

ら、今の会社に定年まで働くことはない。 

問５ 

（ＲＱ） 

雇 用 保

証 

雇用環境 定年まで今の会社で働き続けることができる

なら、意に沿わない異動や転勤にも応じよう

と思う。 

問６ 

 

 

0.7808

勤務場所 上司や同僚からいつでも指示・協力が得られ

る場所で働きたい。 

問２ 協 働 の

場 

勤務場所 上司や同僚から必要があるときだけ指示・協

力が得られれば、離れた場所で働くのも構わ

ない。 

問１ 

（ＲＱ） 

 

 

0.7043

 

 

 

２．職務満足と新イネーブラーとの関係 

 仮説２を確認するために、ここでは、新イネーブラーを用いて前節で検討された職務満

足に対する影響を分析する。 

上述の通り、新イネーブラーを設定しており、図２－１－１の分析モデルを図３－３－

１の通り見直した。 

 職務満足の各次元を従属変数とし、新イネーブラーを独立変数として重回帰分析を行っ

た。重回帰分析の結果を表３－３－３に示す。表３－３－３に抽出された結果は、Ｆ値が

確率的に有意（＜０．０５）なものである。 

 同表に示す通り、職務満足の次元により新イネーブラーによる影響の説明可否が異なっ

ている。また、Ｑｄ．によっても説明の可否が異なる。Ｑｄ．毎に以下に整理する。※各

Ｑｄ．の新イネーブラーへの関係の解釈のため、参考に因子分析結果を表３－３－４に示

す。 

 

 Ｑｄ．１（コア人材）： 

・「能力発揮への満足感」は「一体感」と正の相関があり、一体感が高まると能力発揮

への満足感は高まる。従って、コア人材に対しては一体感を増すマネジメントが有効

であると言える。当初の想定では、社内における機会、バランス志向報酬などを志向

すると考えていたが、これらとの関係が明確でなく、一体感が有効であるとの分析結

果は、個人の能力発揮の満足感が個人に帰着する報酬などの次元（新イネーブラー）

でなく、組織全体との一体感と関係する点が示唆に富んでおり、コア人材は組織の中

心となる人材であり、個人より組織を優先し、組織との一体感を重要視していると考
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察される。対象企業が機械メーカーならではの、個人で行う業務よりも、多人数で行

う業務の方が多いといった特長による可能性もあり、今後の課題として、他業種とも

比較検討することが必要であると考える。 

 Ｑｄ．２（高度専門職人材） 

・「対人関係への満足感」は「バランス志向報酬」と正の相関、「雇用保障」と正の相関

があり、職能・プロセスに基づく報酬を高めたり、終身雇用とすると満足感が高まる。

高度専門職人材として想定していた関係は、成果志向報酬と終身雇用に対して逆の関

係であったが、対象企業が終身雇用型企業であることもあり、その影響が出ている可

能性がある。 

 Ｑｄ．３（補助業務遂行人材） 

・「能力発揮への満足感」は「バランス志向報酬」と負の相関、「成果志向報酬」「一体

感」と正の相関があり、職能・プロセスに基づく報酬を高めると逆効果であり、結果

に対する報酬を高め、一体感を増すと満足感が高まる。Ｑｄ．３の人材はアウトソー

シング可能な人材であることから、業務としても判断が少ないルーティンワークが多

いため、プロセスなどよりも成果報酬を求めること、また配属先との一体感を増すこ

とで業務遂行がしやすくなることから、上記の関係となっていると考えられる。 

Ｑｄ．４（周辺人材） 

・「対人関係への満足感」は、「成果志向報酬」と正の相関があり、結果に対する報酬を

高めると満足感が高まる。 

・「キャリアへの満足感」は、「成果志向報酬」と正の相関があり、「雇用保証」と正の

相関がある。従って、結果に対する報酬を高め、終身雇用とすると満足感が高まる。 

・「能力発揮への満足感」は、「雇用保証」と正の相関があり、終身雇用とすると満足感

が高まる。 

・「全体的職務への満足感」は、「成果志向報酬」と正の相関があり、「雇用保証」と正

の相関がある。従って、結果に対する報酬を高め、終身雇用とすると満足感が高まる。

上記より、Ｑｄ．４の人材は、成果志向の報酬を与え、終身雇用を保証すると満足感

が高まると言える。ルーティンワークが多い人材であるため、結果志向＝仕事量が多

いことであり、また企業特殊性が高いことから終身雇用を求めていると考えられる。 

 

 このように、Ｑｄ．毎に職務満足に影響する新イネーブラーが異なり、その新イネーブ

ラーは各Ｑｄ．の特徴を良く捉えていると言える。こういったＱｄ．毎の特徴を捉えた施

策を行っていくことが、従業員の職務満足を高める上で効率的であると考えられる。 
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図３－３－１： 新イネーブラーの分析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－３－３ 職務満足に対する新イネーブラーの影響（重回帰分析） 

対人関係への満足感 キャリアへの満足感

Qd. 独立変数＝新Enablers Norm.β ｔ 有意確率 調整済みR
2 Norm.β ｔ 有意確率 調整済みR

2

Qd.1 定数
バランス志向報酬

コア人材 成果志向報酬
一体感
雇用保証
協働の場

Qd.2 定数 － 3.07 0.006
バランス志向報酬 0.418 2.262 0.035

高度専門 成果志向報酬 － － － 0.25
職人材 一体感 － － －

雇用保証 0.395 2.136 0.045
協働の場 － － －

Qd.3 定数
バランス志向報酬

補助業務 成果志向報酬
遂行人材 一体感

雇用保証
協働の場

Qd.4 定数 － 0.835 0.412 － 0.537 0.596
バランス志向報酬 － － － － － －

周辺人材 成果志向報酬 0.597 3.720 0.001 0.331 0.425 2.613 0.015 0.289
一体感 － － － － － －
雇用保証 － － － 0.368 2.261 0.033
協働の場 － － － － － －

従属変数（職務満足）＝

 

新イネーブラー  
職務満足 

・キャリア 

・対人関係 

・能力発揮 

・全体的職務 

 

～に対する満

足度 

 
成果 

・バランス志向 

報酬 

・成果志向報酬 

・一体感 

・雇用保証 

・協働の場 
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能力発揮への満足感 全体的職務満足

Qd. 独立変数＝新Enablers Norm.β ｔ 有意確率 調整済みR
2 Norm.β ｔ 有意確率 調整済みR

2

Qd.1 定数 － 4.388 0.000
バランス志向報酬 － － －

コア人材 成果志向報酬 － － － 0.103
一体感 0.356 2.319 0.026
雇用保証 － － －
協働の場 － － －

Qd.2 定数
バランス志向報酬

高度専門 成果志向報酬
職人材 一体感

雇用保証
協働の場

Qd.3 定数 － 3.567 0.006
バランス志向報酬 -0.760 -4.589 0.001

補助業務 成果志向報酬 0.379 2.432 0.038 0.791
遂行人材 一体感 0.469 3.195 0.111

雇用保証 － － －
協働の場 － － －

Qd.4 定数 － 5.986 0.000 － 2.218 0.036
バランス志向報酬 － － － － － －

周辺人材 成果志向報酬 － － － 0.128 0.520 3.477 0.002 0.399
一体感 － － － － － －
雇用保証 -0.401 -2.231 0.034 -0.377 -2.517 0.019
協働の場 － － － － － －

注） ハッチングの欄は確率的に有意なモデル（F値　有意確率＜0.05）として抽出されなかったことを意味している。

従属変数（職務満足）＝

 

Ｎｒｍβ ： 規格化されたβ値 

 

 

表３－３－４：Ｑｄ．毎の新イネーブラー因子分析 

Ｑｄ 成分 因子毎の数値
負荷量平
方和累積
（％）

　
バランス
志向報酬

成果志向
報酬

一体感 雇用保証 協働の場

Ｑｄ１ 成分１ -0.002 0.120 0.153 0.835 -0.689 24.2

成分２ -0.053 -0.596 0.816 -0.224 0.369 48.4

成分３ 0.975 0.039 -0.032 -0.146 0.223 68.9

Ｑｄ２ 成分１ 0.161 0.902 0.038 -0.838 0.303 32.7

成分２ 0.600 0.098 0.871 0.071 -0.632 63.4

Ｑｄ３ 成分１ -0.750 -0.653 0.795 0.794 -0.103 45.2

成分２ 0.046 -0.555 -0.321 0.179 0.944 72.0

Ｑｄ４ 成分１ 0.877 0.819 0.323 -0.245 -0.367 34.8

成分２ 0.113 0.088 0.594 0.733 -0.705 62.9
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第４節 成果と職務満足の関係 

 

 本研究の仮説については上述の通り検証された。本節では仮説に加え、図３－３－１に

図示されている職務満足と成果の関係について検討した。ここで、成果を示すアンケート

は表２－３－３に示す通り、問３－７（自分は現在の収入以上の成果を上げていると思う）、

２４（自分は平均的な同僚に比べて、努力以上に成果を上げている（つまり、人より要領

が良い）と思う。が挙げられるが、より質問回答が明確に為されている問３－２４を成果

を示す変数とした。 

 

 職務満足と成果の相関を考察するため、職務満足を示す質問全ての平均値を合成変数と

し、これに対して上記問３－２４の成果に関する質問との回帰分析をＱｄ．毎に行った。 

その結果、Ｑｄ．１に対してのみ確率的に有意な結果が得られた。 

Ｑｄ．１ 

 問３－２４ Normalized β 0.325、t＝2.089、有意確率 0.044 調整済み R二乗 0.081 

 

 従って、コア人材に対しては、成果と職務満足が正の相関を示しており、前節で得られ

た新イネーブラーにより職務満足を高めると成果とも関係してくることが示唆される。こ

こでは単回帰分析であり、成果と職務満足の方向付けができておらず、一般的に言われて

いる成果⇒職務満足との解釈をすべきとも考えられるが、成果に関する質問が一つであり

分析する材料が少ないこともあり、ここではこれ以上の考察は行わない。 

 

 

 

第５節 Ｑｄ．毎の志向の検討 

 
次に問２において、問１の質問項目のうち、最も重視する項目を順番に第５位まで尋ね

た結果を得点化し、集計した。集計方法は、各調査対象者の回答において１位に挙げられ

ている質問には５点、２位には４点、３位には３点、２位には２点、５位には１点を付与

して質問ごとに得点を集計した。結果は表３－５－１の通りである。 

 

 



 35

表３－５－１：質問毎の得点単純集計結果 

Ｅｎａｂｌｅｒｓ 質問 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 得点

環境・自律的 *1 0 0 1 2 0 7
3 5 8 5 3 6 84
*5 2 3 2 0 3 31

環境・他律的 *2 2 0 2 0 2 18
4 1 0 0 0 2 7
*6 0 0 0 0 1 1

機会・社外 8 3 3 1 2 1 35
10 27 14 10 7 4 239
12 3 6 3 4 1 57

機会・社内 7 7 9 5 2 2 92
9 12 12 13 5 2 159
11 5 7 6 5 3 84

外的報酬・成果 *13 1 6 2 4 3 46
15 2 2 6 6 1 49
17 5 3 5 5 2 64

外的報酬・ﾌﾟﾛｾｽ *14 0 0 2 0 2 8
*16 0 1 0 1 1 7
*18 0 0 1 5 0 13

内的報酬・社外 22 0 1 0 0 0 4
内的報酬・社内 21 7 3 4 9 3 80
内的報酬・成果 *19 2 0 2 1 3 21
内的報酬・ﾌﾟﾛｾｽ *20 0 0 4 3 1 19
信頼 23 0 0 1 3 0 9
援助 24 3 4 3 2 0 44
一体感・参加 25 6 6 9 12 8 113

*27 1 1 2 1 5 22
一体感・独立 26 1 1 0 3 0 15

*28 0 4 2 3 6 34  

(注) * は前節において新イネーブラーの構成要素として抽出された質問項目を表してい

る。 

 

網掛の質問は集計得点が上位１２位までの質問である。前節において新イネーブラーの

構成要素として抽出された質問と重複する質問は、わずかに質問１３のみである。従って、

本節の分析においては、当初想定していたイネーブラーのまま分析を進めることとする。 

 

次に、表３－５－１の集計結果を各Ｑｄ．毎に集計することにより、Ｑｄ．毎の回答傾

向の違いを分析する。具体的な集計方法は以下のとおりである。 

 

①表２－３－３：イネーブラーのインディケータリストに示した決定因毎に質問１問あ

たりの平均点を算出 

②Ｑｄ．毎に①で算出した平均点を合計し、各決定因の平均点が合計点に占める割合を

百分率で表示 

 

なお、問１の質問１０については、全てのＱｄ．において最も多くの調査対象者が１位
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に挙げているため、Ｑｄ．毎の回答傾向の違いをより明確にするために除外して集計を行

っている。 

 

 

表３－５－２：Ｑｄ．毎の志向の検討 

 

Qd.1 Qd.2 Qd.3 Qd.4

決定因 平均点 比率 平均点 比率 平均点 比率 平均点 比率

環境・自律的 23 10.8% 5 4.3% 6 7.3% 7 6.3%

環境・他律的 2 0.9% 4 3.5% 2 2.4% 1 0.9%

機会・社外 12 5.7% 15 13.0% 6 7.3% 14 12.5%

機会・社内 41 19.3% 26 22.6% 12 14.6% 33 29.5%

外的報酬・成果 22 10.4% 16 13.9% 3 3.7% 12 10.7%

外的報酬・ﾌﾟﾛｾｽ 4 1.9% 4 3.5% 1 1.2% 0 0.0%

内的報酬・社外 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 3.6%

内的報酬・社内 39 18.4% 2 1.7% 18 22.0% 21 18.8%

内的報酬・成果 11 5.2% 10 8.7% 0 0.0% 0 0.0%

内的報酬・ﾌﾟﾛｾｽ 6 2.8% 2 1.7% 9 11.0% 2 1.8%

信頼 6 2.8% 6 5.2% 0 0.0% 0 0.0%

援助 3 1.4% 7 6.1% 7 8.5% 3 2.7%

一体感・参加 30 14.2% 13 11.3% 17 20.7% 9 8.0%

一体感・独立 13 6.1% 5 4.3% 1 1.2% 6 5.4%

合計 212 100.0% 115 100.0% 82 100.0% 112 100.0%  

※網掛け部分は各Ｑｄ．の上位３項目を示す。 

 

Ｑｄ．１および３は、内的報酬においても社内を、また一体感を重視する傾向が強く、

組織への参加、帰属する組織内での機会、評価を重視していることがうかがわれる。これ

は前節の分析において、Ｑｄ．１および３に関しては、｢能力発揮に対する満足感｣が｢一

体感｣と正の相関関係にあることと整合している。 

一方、Ｑｄ．２および４は、社内の機会と同様に、社外の機会も重視していることがわ

かった。Ｑｄ．１および３が、一体感を重視しているのと対照的である。また、Ｑｄ．２

に含まれる人材は成果にもとづく報酬を重視していることもわかる。これらの傾向は、前

節の分析において職務満足との相関は見られなかったものの、こうした要素も重視してい

ることが推測される。 

以上、回答・分析方法が異なるため、前節の分析結果とは単純に比較できないものの、

Ｑｄ．毎に重視する要素が異なるということは、それぞれの人材タイプに適したマネジメ

ントシステムが必要であるということを示唆していると考えられる。 
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結章 要約と含意 

 

第１節 要約と結論 

 

 本研究における要約を本章に示す。まず、問題意識として、全ての従業員を正社員とし

て雇用し、大きな本社を維持することは経済的に非効率であることを掲げた。そして、本

研究課題として、多様な人材が、各々、高い意欲と業績を維持し続け、企業業績に貢献で

きるようにするにはどのようなＨＲＭ施策を行うべきかを考察した。 

その解を探求するために、Atkinson(1985)に代表されるＦＳＡを発想ポイントとして、

具体的なアプローチとして２つのフレーミングを行った。１つ目のフレーミングは、人材

ポートフォリオの構築である。これは、Lepak & Snell(1999)や Barney(2002)の先行研究を

参考にしながら、縦軸に「人的資源の企業特殊性」、横軸に「仕事の特性／付加価値を創造

できる知識レベル」といった２軸を設定した。そして、職務特性に対して、２軸に基づい

た理由付けを行いながら多様な人材を類型化し、人材ポートフォリオの４つのＱｄ．

（Quadrant）に属する４つの人材タイプを明確に定義した。２つ目のフレーミングは、職

務満足を規定する要因となる５つのイネーブラー「環境」「機会」「外的報酬」「内的報酬」

「一体感」を想定した分析モデルである。Herzberg(1966)、Simon(1967)、太田(1999)の先

行研究を参考にしながら、イネーブラーとそのインディケータを我々が独自に設定した。

これは実験的な試みであったと言える。 

次に、人材には、異なった４つのタイプが存在するわけであるから、職務満足を構成す

る次元の強弱や、職務満足を規定するイネーブラーもそれぞれ異なるのではないかという

仮説を構築した。人材ポートフォリオを構成するＱｄ．の人材タイプごとに異なるイネー

ブラーを織り込んだ具体的なインセンティブシステムを提案することができれば、正社員

だけでなく、金銭的報酬が正社員よりも低くなる傾向が高い非正社員も、生産性を維持し

続けることができる。Atkinson(1985)の唱える柔軟性向上を可能とするＨＲＭシステムの

あり方を具体的に示せると考えたためである。 

  

仮説１ 各Ｑｄ．によって、職務満足の各次元の満足の度合は異なる。 

仮説２ 各Ｑｄ．によって、職務満足に影響を与えるイネーブラー（またはその組み合

わせ）は異なる。 

 

これらの仮説は、大手機械メーカーＡ社、Ｂ社に対するアンケート調査結果により、以

下の通り検証した。 

 

まず仮説１であるが、Ｑｄ．１については、第１因子として、「対人関係への満足度」「キ

ャリアへの満足度」が、第２因子として「能力発揮への満足度」への相関が高いという結
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果が出ており、Ｑｄ．２については、第１因子として「キャリアへの満足度」「対人関係へ

の満足度」、第２因子として「能力発揮への満足度」「全体職務満足度」への相関が強い。

また、Ｑｄ．３、Ｑｄ．４については、いずれの職務満足の次元に対する志向が高い、も

しくは低いといえる。 

分析の結果、各満足度の度合はＱｄ．２とＱｄ．４、Ｑｄ．１とＱｄ．４とでは、明確

な相違が見られる。また、因子分析からＱｄ．１とＱｄ．２の差異が明確になっている。

特に、Ｑｄ．１とＱｄ．２については、職務満足の各次元の強弱が明確になっている。こ

れらより、Ｑｄ．３とＱｄ．４以外については、仮説１が検証されたといえる。なお、Ｑ

ｄ．３とＱｄ．４についても、有意水準が 0．1であれば全体的職務満足度に有意な差が見

られることを確認している。 

 

続いて仮説２について、Ｑｄ．１は「能力発揮への職務満足」と「一体感」に正の相関

があり、Ｑｄ．２は「対人関係への満足度」と「バランス志向報酬」に正の相関、「雇用環

境」と負の相関が出ている。Ｑｄ．３は、「能力発揮への満足度」と「バランス志向報酬」

が負の相関、「結果志向報酬」「一体感」と正の相関があり、Ｑｄ．４は、「対人関係への満

足度」と「結果志向報酬」が正の相関、「キャリアへの満足度」と「結果志向報酬」が正の

相関、「雇用環境」が負の相関がある。また、「能力発揮への満足度」は「雇用環境」と負

の相関が、「全体職務への満足度」は「結果志向報酬」と正の相関が、「雇用環境」と負の

相関がある。 

各Ｑｄ．ごとに立てた仮説２－１、２－２、２－３、２－４についてみていくとそれぞ

れ、仮説２－１「他律的環境」「社内における機会」「能力・プロセスに対する外的報酬」 

仮説２－２「自律的環境」「社外における機会」「成果に対する外的報酬」 仮説２－３「他

律的環境」「社外における機会」「成果に対する外的報酬」 仮説２－４「他律的環境」「社

内における機会」「能力・プロセスに対する外的報酬」となっており、個々の仮説において

は、すべての確認はできなかった。 

ただし、仮説２については、各Ｑｄ．１からＱｄ．４までＱｄ．毎に職務満足に影響す

るイネーブラーは異なっているという点については確認できた。 

 

人材ポートフォリオに対して、職務満足やイネーブラーという視点からアプローチした

ことは、本研究の非常に特徴的な試みであった。また、そのような新しい切り口からＨＲ

Ｍ施策を具体的に提案できたことは、本研究の成果である。また、新イネーブラーとして、

５つの因子「バランス志向報酬」「結果志向報酬」「一体感」「雇用保証」「協働の場」を抽

出することができたことも、本研究の２つめの成果と言える。 
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第２節 実践的含意 

 

すでに述べてきたように、本研究での仮説１、仮説２共に検証または確認すること

ができた。人材ポートフォリオを構成する各Ｑｄ．ごとに有効なインセンティブシステム

の提案としては、Ｑｄ．１（コア人材）に対しては、一体感を増すマネジメントが有効で

あり、それにより能力発揮への満足感が高まるといえる。正社員・コア人材として会社の

理念・ビジョン・戦略の共有などフォーマルな情報共有の場のみでなく、インフォーマル

な場を通じての一体感の醸成が職務満足（能力発揮）を増すと考えられる。他の職務満足

に影響を与えるイネーブラーは明確ではない。 

 Ｑｄ．２（高度専門職人材）に対しては、職能・プロセスに基づく報酬や終身雇用が有

効であるといえる。これは対象企業が終身雇用を前提とした企業であることによる影響と

思われる。アンケート結果からみる有効なインセンティブシステムとしては、職能資格制

度、プロセス重視の評価体系、終身雇用が挙げられ、これにより対人関係に対する満足感

が増す。Ｑｄ．２については対人関係に対する満足感は重視されており、上記インセンテ

ィブシステムは特に有効であると考えられる。 

Ｑｄ．３（補助業務遂行人材）については、プロセスよりも結果に対して評価し、一体感

を増すことが能力発揮への満足度を高めるといえる。会社との一体感を保ちながら、アウ

トプットに対してはきちんとした評価を行うことが、満足度を高めることにつながる。 

Ｑｄ．４（周辺人材）については、結果に対する報酬と終身雇用が満足度を高めることに

つながる。周辺人事であるからこそ、終身雇用が保証された安定した環境のなかで、結果

についての報酬が与えられることが満足度を高めるといえる。 

 

このように、Ｑｄ．ごとに職務満足の度合が異なり、その職務満足を規定するイネーブラ

ーが異なることが検証または確認された本研究は、今後のＨＲＭ施策を検討していく上で

大きな意義があるといえる。 

 

 

 

第３節 残された研究課題 

 

本研究において残された課題のひとつは、業種や企業規模ごとの相違を検証していくこ

とである。本研究における対象企業であるＡ社とＢ社は、いずれも終身雇用を前提とする

大手機械メーカーであり、その中での計１０６名のアンケートを基にしている。各Ｑｄ．

ごとの職務満足の違いやその職務満足を規定するイネーブラーが異なることは立証された

が、これはさらに、業種や企業規模による相違があると想定される。業種や企業規模ごと

の相違を検証していくことで、さらに多くの企業にとって有効な研究になるであろう。 
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また、各Ｑｄ．ごとの職務満足の違いやその職務満足を規定するイネーブラーが異なる

ことは本研究において立証されたが、それぞれに対する有効なインセンティブシステムの

提案とその検証を今後行っていくことで、より実践的に活用できる研究になると思われる。 
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別紙１ 

 

 
                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）  

＜Lepak and Snell(1999)の記述内容から作表＞ 

 

Ｑｕａｄｒａｎｔ４ 

提携型人材 

・他企業との提携による共有化を

はかる共同関係をベース 

・協力、協働を促進するＨＲＭ編

成             

Ｑｕａｄｒａｎｔ１ 

内部開発型人材 

・多大な技能開発投資と長期的な雇用関

係をベース 

・企業への忠誠心の最大化をはかるコミ

ットメント型ＨＲＭ編成 

Ｑｕａｄｒａｎｔ３ 

契約型人材 

・一般商品の取引に類する仕事－

報酬取引として短期的な雇用関

係をベース 

・コミットメントや忠誠心も期待

しないコスト削減的ＨＲＭ編成 

  Ｑｕａｄｒａｎｔ2 

外部調達型人材 

・労使間に経済的なメリットがあるかぎ

り継続される雇用関係をベース 

・選択的な要員手続きと外部構成的な賃

金を重視した市場ベースＨＲＭ編成 

 

人
的
資
源
の
希
少
性 

人的資本の価値 

高

 低 高 



 

別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織的特性    

・ 規模 

・ 構造 

・ 風土 

個人特性 

・ 年齢や性別 

・ 価値観 

・ 経験 

社会化経験 

・ 文化的 

・ 家族的 

・ 組織的 

マネジメント上

の経験 

・ 就職 

・ トレーニン

グ 

・ 報酬 

環境 

・ 失業率 

・ 家族 

・ 組合活動  

 

仕事経験 

・ 仕事の見通

し 

・ 人間関係 

・ 参加 

・ サポート 

・ 公平感 

役割の状況 

・ 曖昧性 

・ コンフリク

ト 

・ 負荷 

心理的契約 

・ 経済的交換 

・ 社会的交換 

 

情緒的関連 

・ 帰属 

・ 期待 

・ 個人 

・ 欲求の充足 

規範的関連 

・ 期待 

・ 義務 

コスト関連 

・ 選択肢 

・ 投資 

情緒的コミッ

トメント 

・ 組織 

・ 組合 

・ チーム 

存続的コミッ

トメント 

・ 組織 

・ 組合 

・ チーム 

規範的コミッ

トメント 

・ 組織 

・ 組合 

・ チーム 

リテンション 

・ 退職の認知 

・ 転職の意志 

・ 転職 

生産的行動 

・ 欠勤率 

・ 成果 

・ 市民的行動 

成員側の幸福 

・ 精神衛生上の

健康 

・ 身体的健康 

・ キャリア促進 

 

先行変数 プロセス コミットメント 成果 

＜Meyer&Allen(1997)による組織コミットメントの先行変数と成果変数＞ 
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